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令和３年度当初予算補正 
 

一般会計補正予算 第１号 
 

 

予 算 の 概 要 

 

 

財   政   課 

                                             令和３年２月２６日 



1  会 計 別 予 算 額

補正前予算額 補   正   額 補正後予算額 構成比
前年同期予算額

（令和２年度当初予算）
対前年増減率

69,356,000 638,996 69,994,996 56.9 75,399,000 △ 7.2

34,054,600 34,054,600 27.7 34,058,822 △ 0.0

土地取得事業特別会計 400,000 400,000 0.3 400,000 0.0

同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計 12,283 12,283 0.0 13,495 △ 9.0

国民健康保険事業特別会計 14,650,745 14,650,745 11.9 14,987,431 △ 2.2

後期高齢者医療事業特別会計 2,144,261 2,144,261 1.8 2,218,723 △ 3.4

介護保険事業特別会計 16,628,638 16,628,638 13.5 16,193,243 2.7

駐車場事業特別会計 105,703 105,703 0.1 132,770 △ 20.4

武石診療所事業特別会計 112,970 112,970 0.1 113,160 △ 0.2

18,938,231 18,938,231 15.4 18,787,506 0.8

真田有線放送電話事業会計 58,872 58,872 0.0 56,969 3.3

　　収益的支出 45,533 45,533 0.0 44,126 3.2

　　資本的支出 13,339 13,339 0.0 12,843 3.9

産婦人科病院事業会計 601,093 601,093 0.5 621,572 △ 3.3

　　収益的支出 579,932 579,932 0.5 602,228 △ 3.7

　　資本的支出 21,161 21,161 0.0 19,344 9.4

水道事業会計 4,985,036 4,985,036 4.1 5,311,852 △ 6.2

　　収益的支出 2,786,262 2,786,262 2.3 2,753,764 1.2

　　資本的支出 2,198,774 2,198,774 1.8 2,558,088 △ 14.0

公共下水道事業会計 11,069,298 11,069,298 9.0 10,493,156 5.5

　　収益的支出 5,081,996 5,081,996 4.1 5,262,938 △ 3.4

　　資本的支出 5,987,302 5,987,302 4.9 5,230,218 14.5

農業集落排水事業会計 2,223,932 2,223,932 1.8 2,303,957 △ 3.5

　　収益的支出 1,267,693 1,267,693 1.0 1,340,594 △ 5.4

　　資本的支出 956,239 956,239 0.8 963,363 △ 0.7

122,348,831 638,996 122,987,827 100.0 128,245,328 △ 4.1

令和３年度　上田市当初予算 第１号補正予算の概要

総               合               計

会               計               名

一        般        会        計

特        別        会        計

企        業        会        計

         （単位：千円、％）
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２  一般会計予算額

1 市 税 19,689,450 19,689,450 28.1 21,267,719 △ 7.4

2 地 方 譲 与 税 539,368 539,368 0.8 609,731 △ 11.5

3 利 子 割 交 付 金 19,000 19,000 0.0 25,000 △ 24.0

4 配 当 割 交 付 金 73,000 73,000 0.1 73,000 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 48,000 48,000 0.1 60,000 △ 20.0

6 法 人 事 業 税 交 付 金 220,000 220,000 0.3 176,000 25.0

7 地 方 消 費 税 交 付 金 3,700,000 3,700,000 5.3 3,500,000 5.7

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 18,000 18,000 0.0 17,000 5.9

9 環 境 性 能 割 交 付 金 43,000 43,000 0.1 52,000 △ 17.3

10 地 方 特 例 交 付 金 548,000 548,000 0.8 141,200 288.1

11 地 方 交 付 税 14,350,100 14,350,100 20.5 14,300,100 0.3

12 交通安全対策特別交付金 24,000 24,000 0.0 22,000 9.1

13 分 担 金 及 び 負 担 金 275,395 275,395 0.4 303,297 △ 9.2

14 使 用 料 及 び 手 数 料 1,081,032 1,081,032 1.5 1,123,660 △ 3.8

15 国 庫 支 出 金 7,541,030 490,094 8,031,124 11.5 7,588,679 5.8

16 県 支 出 金 4,472,290 32,348 4,504,638 6.4 4,875,692 △ 7.6

17 財 産 収 入 181,211 181,211 0.3 182,625 △ 0.8

18 寄 附 金 423,001 423,001 0.6 280,002 51.1

19 繰 入 金 1,708,033 116,554 1,824,587 2.6 2,114,070 △ 13.7

20 繰 越 金 1,100,000 1,100,000 1.6 1,100,000 0.0

21 諸 収 入 7,565,590 7,565,590 10.8 6,957,125 8.7

22 市 債 5,736,500 5,736,500 8.2 10,630,100 △ 46.0

69,356,000 638,996 69,994,996 100.0 75,399,000 △ 7.2

歳                    入

款
補   正   額

歳    入    合    計

構成比 対前年増減率
前年同期予算額

（令和２年度当初予算）
補正前予算額

(当初予算計上額）
補正後予算額

         （単位：千円、％）
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1 議 会 費 377,118 377,118 0.5 375,418 0.5

2 総 務 費 8,845,825 19,524 8,865,349 12.7 13,874,069 △ 36.1

3 民 生 費 23,011,094 117,746 23,128,840 33.0 23,084,693 0.2

4 衛 生 費 4,417,019 84,067 4,501,086 6.4 4,307,432 4.5

5 労 働 費 207,236 6,000 213,236 0.3 296,875 △ 28.2

6 農 林 水 産 業 費 2,849,552 2,849,552 4.1 3,066,289 △ 7.1

7 商 工 費 6,021,632 404,035 6,425,667 9.2 4,809,244 33.6

8 土 木 費 9,278,161 9,278,161 13.3 9,426,194 △ 1.6

9 消 防 費 1,940,442 1,940,442 2.8 2,013,963 △ 3.7

10 教 育 費 4,905,744 7,624 4,913,368 7.0 5,443,123 △ 9.7

11 災 害 復 旧 費 485,800 485,800 0.7 1,460,863 △ 66.7

12 公 債 費 6,916,377 6,916,377 9.9 7,140,837 △ 3.1

13 予 備 費 100,000 100,000 0.1 100,000 0.0

69,356,000 638,996 69,994,996 100.0 75,399,000 △ 7.2歳    出    合    計

対前年増減率

款

歳                    出 補正前予算額
(当初予算計上額）

補正後予算額
前年同期予算額

（令和２年度当初予算）補   正   額 構成比

         （単位：千円、％）
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３  歳出予算性質別区分

補正前予算額 補   正   額 補正後予算額 構成比
前年同期予算額

（令和２年度当初予算）
対前年増減率

 人     件     費 12,396,879 17,418 12,414,297 17.7 12,138,939 2.3

 扶     助     費 11,686,928 11,686,928 16.7 11,429,532 2.3

 公     債     費 6,916,377 6,916,377 9.9 7,140,837 △ 3.1

小           計 31,000,184 17,418 31,017,602 44.3 30,709,308 1.0

 普通建設事業費 4,618,151 4,618,151 6.6 11,511,815 △ 59.9

      補助事業費 1,800,450 1,800,450 2.6 2,244,994 △ 19.8

      単独事業費 2,564,107 2,564,107 3.7 9,013,147 △ 71.6

      その他 253,594 253,594 0.3 253,674 0.0

 災害復旧事業費 485,800 485,800 0.7 1,460,863 △ 66.7

      補助事業費 324,800 324,800 0.5 1,423,928 △ 77.2

      単独事業費等 161,000 161,000 0.2 36,935 335.9

 失業対策事業費

小           計 5,103,951 5,103,951 7.3 12,972,678 △ 60.7

 物     件     費 8,135,119 110,068 8,245,187 11.8 7,764,656 6.2

 維 持 補 修 費 719,310 719,310 1.0 656,403 9.6

 補  助  費  等 12,912,451 511,510 13,423,961 19.2 12,666,948 6.0

 積     立     金 266,559 266,559 0.4 228,384 16.7

 投資及び出資金

 貸     付     金 6,882,500 6,882,500 9.8 6,155,800 11.8

 繰     出     金 4,235,926 4,235,926 6.1 4,144,823 2.2

 予     備     費 100,000 100,000 0.1 100,000 0.0

小           計 33,251,865 621,578 33,873,443 48.4 31,717,014 6.8
 

69,356,000 638,996 69,994,996 100.0 75,399,000 △ 7.2合                    計

         （単位：千円、％）
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令和３年度　当初予算（第1号）補正における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款 区分 担当課
計上額
（千円）

総務費 感染症対策 ☆ 庁舎管理事業 行政管理課 5,200 ○

感染症対策 ☆ 信州国際音楽村管理運営事業 交流文化 657 ○
スポーツ課

産業・経済 ◎ 2,000 ○

感染症対策 ☆ 上田文化センター管理運営事業 上田文化会館 600 ○

感染症対策 ☆ 丸子文化会館管理運営事業 丸子文化会館 654 ○

感染症対策 ☆ 防災対策事業 危機管理 10,000 ○
防災課

産業・経済 ☆ 業務継続環境整備事業 情報 413 ○
システム課

民生費 産業・経済 ☆ 自立相談支援事業 福祉課 2,650 ○

信州国際音楽村における新型コロナウイルス感染症対策に
係る経費の計上

上田文化センターにおける新型コロナウイルス感染症対策
に係る経費の計上

丸子文化会館における新型コロナウイルス感染症対策に係
る経費の計上

指定避難所における新型コロナウイルス感染症対策に係る
経費の計上

新型コロナウイルス感染症対策を目的として、市職員による
テレワークやWeb会議等を推進するための経費の計上

事      業      名 事       業       内       容

上田市生活就労支援センター「まいさぽ上田」の相談支援体
制の強化に係る経費の計上

新庁舎等における新型コロナウイルス感染症対策に係る経
費の計上

新型コロナウイルス感染症流行以降、新しいイベントの形と
して定着しつつあるオンライン配信を行うための経費の計上
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令和３年度　当初予算（第1号）補正における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款 区分 担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 感染症対策 ☆ 障がい者 65,203 ○ 感染症拡大防止支援金支給事業

支援課
高齢者介護課

・ 支給対象者

・ 支給額
支給対象者一人あたり5千円（1回限り）

・ 事務費（需用費、通信運搬費等） 5,453 千円
・ 支援金 59,750 千円

産業・経済 ◎ 障がい者 43 ○
支援課

感染症対策 ◎ 高齢者エアコン設置支援事業 高齢者介護課 2,000 ○

・ 対象者の要件
①市内に住所を有する65歳以上の高齢者のみの世帯
②住民税非課税世帯で、税法上の扶養親族ではないこと
③自宅に使用できるエアコンが1台もないこと

・ 補助対象経費 エアコンの購入、設置費
・ 補助率 補助対象経費の1/2（上限5万円）

要介護者・障がい者等感染拡大
防止支援事業 在宅の要介護者、障がい者等に対し、感染症拡大防止の取

り組みを支援するため、支援金を支給する。

令和3年4月1日～令和4年3月31日の間（市内に住所を有
する間に限る）に次のいずれかに該当する方（全期間入
所、入院している者は除く）

①要介護1～5のいずれかの要介護認定を受けている者
②障害者手帳所持者のうち福祉医療費受給資格者等、又
は特別障害者手当、障害児福祉手当、特別児童扶養手
当、経過的福祉手当のいずれかの手当受給者

高齢者の外出機会減少による身体・認知機能低下の予防の
ため、自宅での介護予防活動を通年で行うことができるよ
う、高齢者の自宅へのエアコン設置に対して補助を行う。

遠隔手話通訳システム利用負担
金

県が導入した遠隔手話通訳システム（タブレットやスマホを
通じて、遠隔手話を行うことができるサービス）の利用負担金
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令和３年度　当初予算（第1号）補正における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款 区分 担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 感染症対策 ☆ 子育て・子 5,100 ○
育ち支援課

・ 地域子育て拠点施設（12箇所） 3,600 千円
・ 病児保育センター（2箇所） 600 千円
・ ファミリーサポートセンター事業 300 千円
・ 利用者支援事業 300 千円
・ 養育支援訪問事業 300 千円

産業・経済 子育て・子 500 ○
育ち支援課

・ 支給対象の子ども

・ 支給額
対象の子ども一人あたり5万円

感染症対策 ☆ 子育て・子 50 ○
育ち支援課

感染症対策 ☆ 保育課 21,000 ○

・ 公立保育所 14,500 千円
・ 私立保育所等 6,500 千円

感染症対策 ☆ 児童館における感染症対策事業 学校教育課 3,300 ○ 児童館における感染症対策のための消耗品・備品購入経費
等の計上

出産・育児支援特別給付金給付
事業

子育て世代の経済的負担の軽減を図るため、乳児を養育す
る保護者に対し、特別給付金を給付する。

令和3年4月1日に出生し、出生により市内に住民登録をし
た子ども

地域子ども・子育て支援事業における感染症対策として、消
毒液、マスク等を購入するための経費

丸子市民
サービス課

地域子ども・子育て支援事業にお
ける感染症対策事業

保育所等における感染症対策事
業

保育所等における感染症対策のための消耗品・備品購入費
の計上（私立保育所等は、対象経費に対して補助金を支出）

「子どもの生活・学習支援事業」
における感染症対策事業

ひとり親家庭を対象とした「子どもの生活・学習支援事業」の
受講者等の感染症対策として、消毒液、マスク等を購入する
ための消耗品費の計上
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令和３年度　当初予算（第1号）補正における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款 区分 担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

民生費 感染症対策 ☆ 学校教育課 17,900 ○

衛生費 感染症対策 ☆ 母子保健事業 健康推進課 12,386 ○

感染症対策 ☆ 運動講座事業 健康推進課 144 ○

感染症対策 ☆ 健康推進課 600 ○

感染症対策 上田地域検査センター運営事業 新型コロナ 29,730 ○
ウイルス

感染症対策室

感染症対策 ☆ 感染症拡大予防事業 新型コロナ 3,816 ○
ウイルス ◇感染症拡大予防啓発事業

感染症対策室 ノベルティやリーフレットを作成・配布する啓発活動を実施
3,235 千円

◇感染症予防研修事業
感染症予防対策について学ぶ研修を各地域ごとに実施

581 千円

放課後児童クラブと学童保育所における感染症対策のため
の消耗品・備品購入経費等の計上

新型コロナウイルス感染症対策として、乳幼児歯科健診の
個別実施、オンラインでの妊産婦や育児の相談等の事業に
係る経費の計上

新型コロナウイルス感染症の予防啓発事業を実施する。

放課後児童クラブにおける感染
症対策事業

新型コロナウイルス感染症対策として、1回あたりの講座参
加人数を制限し、実施回数を増やすとともに、自宅でも出来
る運動動画の配信を行うにあたり必要な講師謝礼の計上

総合保健センターにおける感染
症対策事業

総合保健センターにおける感染症対策のための消耗品購入
と除菌清掃委託経費の計上

県からの委託を受けてPCR検査を行う地域検査センターを
引き続き設置する。
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令和３年度　当初予算（第1号）補正における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款 区分 担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

衛生費 感染症対策 ☆ 医療従事者宿泊費補助金 新型コロナ 1,932 ○
ウイルス

感染症対策室

・ 補助対象経費：宿泊費、食費
・ 補助率：10/10
・ 上限額：宿泊費 1室13,100円/日、食費 1,500円/食

感染症対策 ☆ 発熱患者受入医療機関協力金 新型コロナ 25,500 ○
ウイルス

感染症対策室 交付対象

◇発熱患者受入医療機関協力金

　　・診療と検査を行う場合 300千円/機関
　　・診療のみを行う場合　 200千円/機関

◇感染症指定医療機関等医療従事者慰労金
患者が入院した病院で治療等に当たる医師、看護師等
　　・医師　100千円/人
　　・看護師等　50千円/人

労働費 産業・経済 ☆ 地域雇用 6,000 ○
推進課

・ 補助率：1/2（従業員20人以下の事業者は10/10）
・ 上限額：10万円

商工費 産業・経済 ☆ 商工団体連携事業補助金 商工課 2,000 ○

・ 補助率：2/3
・ 上限額：200万円

中小企業が雇用調整助成金の申請に必要な書類作成を社
会保険労務士に委託した場合に、費用の一部を補助する。

医療従事者が、新型コロナウイルス感染症患者等への対応
で、勤務が深夜に及んだり、心身のリフレッシュが必要な場
合、ホテル等に宿泊する経費を補助する。

感染リスクを抱えながら患者を受け入れる医療機関や治療
等に当たる医療従事者へ協力金、慰労金を交付する。

雇用調整助成金申請支援事業

市内商工業団体が中小企業支援を目的として、一体となっ
て実施する事業に対して必要な経費を支援する。

県から「診療・検査医療機関」の指定を受けている医療機
関

9



令和３年度　当初予算（第1号）補正における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款 区分 担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

商工費 産業・経済 ◎ 商工課 216,200 ○

・ 支援対象者

・ 交付金額
１事業者につき20万円

産業・経済 ◎ 観光課 54,000 ○

・ 補助対象経費
市内観光協会が実施する誘客事業に係る経費

・ 補助率

補助対象経費の10/10

産業・経済 ☆ 合宿等誘致促進事業 真田産業観光課 131,835 ○

◇支援対象

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により売上減少や休
業を余儀なくされている飲食店等の事業継続を支援するた
め、支援金を支給する。

令和2年12月から令和3年2月までの3か月分の合計売上
が前年同期と比較して50％以上（20万円以上）減少してい
る市内事業者
飲食業、観光業、バス・タクシー、運転代行業、卸売業（一
部）、小売業（一部）等

（上限10,000千円、ただし市内全域を対象とする誘客事業
に対しては増額）

市内観光協会誘客促進事業 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、落ち込んだ観
光需要の回復と誘客促進を図るため、市内の観光協会が取
り組む「新しい生活様式」を踏まえ、地域特性を活かした独
自の観光施策に対して補助金を交付する。

スポーツや文化活動等による合宿や体験教育活動を実施す
る団体の受け入れを促進するため、宿泊費や交通費等の一
部を助成する。

上田市内の旅館・ホテル等に連続して2泊以上かつ、延べ
20泊以上宿泊する団体

飲食店等事業継続緊急支援事
業

10



令和３年度　当初予算（第1号）補正における主な施策　（一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款 区分 担当課
計上額
（千円）

事      業      名 事       業       内       容

商工費 産業・経済 合宿等誘致促進事業（つづき） 真田産業観光課 ◇支援内容
宿泊費： 1人1泊1,000円（上限20万円）
交通費：

施設使用料：1/2（市有施設に限る）

教育費 感染症対策 ☆ 学校教育課 7,624 ○

・ 特別支援教育支援員
・ 心の教室相談員

※　合計欄は第1号補正予算の全体額。記載事業は抜粋のため、集計した額とは一致しない。

団体の所在地から宿泊施設までの片道距離に
応じて助成（最大4万円）

638,996

児童生徒へのきめ細かな支援事
業

学校における新しい生活様式への適応が難しい児童生徒や
学校生活に不安を感じる児童生徒に寄り添ったきめ細かな
支援を行うための人件費の追加計上

一般会計　補正額　合計

11



１２ 

 

 

感染症拡大防止支援金支給事業 
 

１ 概 要 

在宅の要介護認定を受けている者、障がい者等に対し、「新しい生活様式」による新型

コロナウイルス感染症拡大防止の取組を引き続き支援するため支援金を支給する。 

 

２ 支給対象者 

   令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間（市内に住所を有する間に限る）

に次のいずれかに該当する者。 

 ア 要介護１から要介護５までのいずれかの要介護認定を受けている。 

 イ 障害者手帳所持者のうち、市の福祉医療費受給者証の交付を受けている（これに

準ずる生活保護受給者含む）。 

 ウ 特別児童扶養手当、特別障害者手当、障害児福祉手当、経過的福祉手当のいずれ

かの手当を受給している。 

 

ただし上記期間の全期間、特別養護老人ホーム、障害者支援施設等の施設に入所し

ている者又は医療機関に入院している者は除く。 

    

３ 支給金額 

支給対象者一人につき 5,000円（一回限り） 

 

４ 申請期間 

  令和４年３月３１日まで 

 

５ 今後の流れ 

  ① 対象と思われる者を抽出し申請書を郵送（６月上旬予定） 

② 対象者は申請書に在宅の有無、振込口座等を記入し市に提出 

③ 提出された申請書の受付・審査を行い支給決定後速やかに支給 

 

 

 

 



１３ 
 

 

飲食店等事業継続緊急支援事業 

１ 概 要 

新型コロナウイルス感染症の再拡大、県の医療緊急事態宣言、首都圏を中心とした緊急事態宣言の

影響により、市内においても会食や外出の自粛が進み、事業者は大きな打撃を受けている。特に飲食

店については、感染対策を講じたうえでの会食は自粛の対象ではないものの、感染リスクが高まる場

面として認識され会食を自粛する傾向が引き続いており、経営に行き詰まる事業者が増加している。 

そのため、会食や外出の自粛により影響を受ける飲食店等を営む事業者に支援金を交付し、事業の

継続を支援する。 

 

２ 対象事業者 次に掲げる要件の全てに該当する市内の中小企業者又は個人事業主 

  〇 飲食店、旅行業、バス・タクシー、運転代行業、卸売業（飲食料品卸売業、織物・衣服等卸売業）、

小売業（飲食料品小売業、織物・衣服・身の回り品小売業、花・植木小売業）、娯楽業（映画館、

興行場）等を営む者 

  〇 令和 2 年 12 月から令和 3 年 2 月までの合計売上額が前年同期と比較して 50%以上かつ 20 万

円以上減少している者 

  〇 引き続き事業継続の意思がある者 

 

３ 支援金の額 1 事業者につき 20 万円（複数店舗を有する場合も 20 万円）×1,081 事業者（見込） 

 

４ 申請の方法 郵送により、次の書類を上田市商工課へ提出（5 月 31 日消印有効） 

   書類名 備考 

①  支給申請書兼請求書 振込口座等記入 

②  営業許可証の写し  

③  令和 2 年 12 月から令和 3 年 2 月までの 3 ヶ月

分の売上が前年同期と比較して 50%以上減少

していることを確認できる書類 

確定申告書類、売上減少となった月の売

上台帳(比較 2 年分)の写し 等 

 

５ 今後の流れ 

① 事業者へ通知 予算成立後速やかに 

② 支援金の支給 申請受付後速やかに 



１４ 
 

市内観光協会誘客促進事業費補助金 
 

 １ 概 要 

新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ観光需要の回復に向け、観光産業を牽引す

る観光協会が自主的かつ主体的に取り組む「新しい生活様式」を踏まえ、地域特性を活かした独

自の誘客促進事業を支援することで、GOTO トラベル事業終了後も見据えた継続的な誘客促進を

図り、厳しい経営が続いている観光産業事業者の事業継続の下支えに繋げる。 

 

２ 補助対象事業者 

 【市内５つの観光協会】 

 ・（一社）信州上田観光協会 ・（一社）菅平高原観光協会  ・別所温泉観光協会 

・丸子観光協会       ・武石観光協会 

 

３ 補助対象事業 

補助金の対象となる事業は、令和３年度中（令和４年３月１５日まで）において、補助対象事

業者が実施する事業のうち、次に掲げる事業とする。 

① 観光施設や土産物店など地域内消費の活性化に向けたキャンペーンの開催 

② 地域の特色を活かしたイベントの開催 

③ 新型コロナウイルス感染拡大防止に係る受入環境の整備 

④ 新型コロナウイルス感染収束後の誘客を目的とした情報発信コンテンツの制作 

 

４ 補助金の額及び限度額 

   ・1観光協会当たり１０００万円を上限とする。 

   ・補助率は１０／１０とする。 

    ※ただし、補助対象事業が全市的な誘客促進に繋がることが期待できる場合には、予算の範 

囲内で上限額を増額できることとする。 

 

５ 申請フロー図 

協会     市 

 

 

 

 

 

   ※ただし、必要があると認められる場合には、概算払いを行うこととする。 

（交付決定額の９割までの額とする。） 
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１５ 
 

 

合宿等誘致促進事業 
 

 

１ 概要 

新型コロナウイルス感染症により大きな影響を受けている市内の宿泊事業者の事業継

続を支援するため、スポーツや文化活動等による合宿や体験教育活動（以下「合宿等」と

いう。）を実施する大学、高等学校、高等専門学校、中学校、小学校及び社会人で構成する

団体（以下「団体」という。）に対して宿泊費及び交通費等の一部を助成することで市内へ

の誘客を図る。 

 

２ 助成対象者 

   旅館業法（昭和 23 年法律第 138 号）第 3 条の規定による旅館業（下宿営業を除く。）の

許可を受けた市内の旅館・ホテル等に連続して 2 泊以上、かつ、延べ宿泊者数が 20 人泊以

上宿泊する団体 

 

３ 助成金の額 

 ①宿泊及び交通費助成 

  a 宿泊費助成 

   1 人 1 泊あたり 1,000 円（上限 20 万円） 

   b 交通費助成（1 団体あたり） 

団体の所在地から宿泊施設までの片道距離 助成額 

 100 ㎞未満   10,000 円 

 100 ㎞以上  200 ㎞未満 20,000 円 

 200 ㎞以上  300 ㎞未満 30,000 円 

 300 ㎞以上 40,000 円 

 

 ②上田市条例に規定する施設を使用した場合、施設使用料の 1/2 を助成 

※①の助成対象になった団体に限る 

    

４ 申請方法 

 

  

  

 

 

 

５ 今後の流れ 

①市広報、ホームページ、観光団体等を通じ広報 

②主要都市の大学等に周知・PR 活動を実施 

③助成金の申請受付（令和 3 年 4 月 1 日実施分から） 

 

 

 

団体が合宿等を実施  

（通常料金で旅行代金を支払う） 

団体が交付申請書兼 

実績報告書兼請求書 

を上田市へ提出 

助成金支給 


